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 経済産業省は 5月の緊急事態宣言の延長等により、売上の減少に直面する事業者の事業継続を下支えするた
め、地代・家賃（賃料）の負担を軽減する給付金を支給することを決定し、7月 14日(火)より受付がスタート
しました。 
今回はこの『家賃支援給付金』の要件や給付額、想定される質問等について確認していきます。 

１：支給対象  
家賃支援給付金の支給対象者は下記の①～③のすべてを満たす事業者となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

２：給付額  
法人には最大 600万円を、個人事業者には最大 300万円が一括支給されます。 
 
 
 
 
 
 

３：申請に必要な書類  
① 賃貸借契約の存在を証明する書類（賃貸借契約書等） 
② 申請時の直近 3ヶ月分の賃料支払実績を証明する書類（銀行通帳の写し、振込明細等） 
③ 本人確認書類（運転免許証等） 
④ 売上減少を証明する書類（確定申告書、売上台帳等） 
※③と④は持続化給付金と同様の書類です。 
 

４：申請時期  
 2020年 7月 14日より、売上減少月の翌月～2021年 1月 15日までの間、いつでも申請できます。 
（なお、給付額は申請時の直近 1ヶ月における支払賃料に基づき算定されます。） 



 

５：よくある質問Ｑ＆Ａ  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６：申請方法  
家賃支援給付金の申請サイトが開設されています。 
また、申請サポート会場も設置予定です。申請サポート会場についても、申請サイトに情報が記載されていま

す。なお申請会場は事前予約制です。 
予約は、ウェブサイトからの申請を基本としておりますが、申請サポート会場の電話予約窓口もありますので

ご案内いたします。 
 
【申請サイトＵＲＬ】       【電話予約窓口】 
https://yachin-shien.go.jp/    （フリーダイヤル）0120-150-413 

受付時間：9：00～18：00（土日・祝日を含む） 
 
詳細は上記申請サイトに記載されています。申請をご検討される方は、ぜひ一度サイトを閲覧されるか、 
当事務所担当者までお問い合わせください。 
                                                        

№71 令和 2年 8月 5日発行 【担当】加藤田 敏孝 
 

https://yachin-shien.go.jp/

